
※法に基づく報告書は、事業完了時の条例に基づく事後調査報告書を兼ねることができる。

住民意見送付から120日

方法書の届出受理
から180日

準備書の届出受理
から270日

修正

市町村長の意見
(公表)

住民意見に対する事業者見解
（公表）

及び事業者見解住民意見の概要

は電気事業法
で手続を付加

は条例で
手続を付加

経済産業大臣による勧告又は通知

知 事 の 意 見
（公表）

住民意見送付から90日

市町村長の意見
(公表)

（公表）

（縦覧期間＋２週間）

知事の意見

※通知は、
遅滞なく

評
価
書
の

手
続

【評価書】の作成 【評価書】の作成

から120日 （公表） 技術委員会 （公表）

事業者見解送付 公聴会

経済産業大臣による
勧告又は通知

　　　　　※通知は、遅滞なく

評価書の確定

変更命令又は確定通知経済産業大臣による

評価書の届出受理から30日

※配慮書が作成された場合は速やかに知事意見を述べるよう努める。

準
備
書
の
手
続

環境大臣の意見
配慮書送付
から45日

経済産業大臣の意見

経済産業大臣による判定

評価書の公告縦覧
１月間

評価書の公告縦覧
１月間

（電子縦覧） （電子縦覧）

環境大臣の意見

技術委員会

技術委員会

遅滞なく

調査・予測・評価の実施、環境保全のための措置の検討 調査・予測・評価の実施、環境保全のための措置の検討

【準備書】の作成 【準備書】の作成

準備書の公告縦覧
１月間

準備書の公告縦覧
１月間

（電子縦覧・

知 事 の 意 見 公聴会知 事 の 意 見

（縦覧期間＋２週間）

住民意見に対する事業者見解 市町村長の意見
（公表） (公表)

説明会） （電子縦覧・ 説明会）

環境保全の見地からの住民意見 （縦覧期間＋２週間） 環境保全の見地からの住民意見

（電子縦覧・説明会）

から90日※ （公表）

住民意見送付 知 事 の 意 見
技術委員会

（電子縦覧・説明会）

環境保全の見地からの住民意見 （縦覧期間＋２週間） 環境保全の見地からの住民意見

住民意見の写し
市町村長の意見

(公表)

（公表）

方
法
書
の
手
続

アセス必要 アセス不要 アセス必要 アセス不要

技術 市町村長の意見
委員 （公表）

60日以内 市町村長の意見 60日以内
（公表）知事による判定

【方法書】の作成 条例対象外事業 【方法書】の作成 法対象外事業

方法書の公告縦覧 方法書の公告縦覧
１月間 条例対象事業 条例対象外事業

(努力義務)

から60日 （公表） から90日

第
２
種
事
業

の
判
定
手
続

第１種事業 第２種事業 第１種事業 第２種事業

（公表）

住民意見送付 配慮書送付知 事 の 意 見
技術委員会

（公表） 技術委員会

配慮書の公告縦覧
１月間 配慮書の電子縦覧

（電子縦覧） 　※平成28年10月1日施行

発電事業における環境影響評価手続の流れ（条例と法の比較）

長野県環境影響評価条例 電気事業法・環境影響評価法

配
慮
書
の
手
続

【配慮書】の作成
民間事業者が実施する
第２種事業は努力義務

【配慮書】の作成

配慮書手続の追加は
平成28年10月1日施行

環境保全の見地からの住民意見 （縦覧期間内） 環境保全の見地からの住民意見
(努力義務)

住民意見の写し
市町村長の意見 知 事 の 意 見

技術委員会
(公表)

事
後
調
査
の
手
続

許認可等 （環境影響評価書に対する配慮を要請） 許認可等
　環境影響評価書に基づき環境保全について
　適正な配慮がなされているかどうか審査

【事後調査計画書】の作成 【事後調査計画書】の作成
（公表） （公表）

計画書公表 計画書公表知 事 の 意 見 知 事 の 意 見
から30日間 （公表） から30日間 （公表）

事業着手 事業着手

報告書の公表

供用開始 （供用後も事後調査報告書を一定期間作成） 供用開始 （供用後も事後調査報告書を一定期間作成）

※許認可権者等への報告書の送付手続及び許認可権者・環境大
臣からの意見手続は、適用しない。

　　（略）　 　　（略）　

事業完了 事業完了
【報告書】の作成※

・第１種事業は義務
・第２種事業のうち条例対象事業

に相当する事業は同様の扱い※
・上記以外は任意

参考資料


